
（２面に続く）

　本年３月、本市職員が、勤務時間中公用車内において、同和問題（部落差別）に関す

る差別発言を繰り返し行い、また、感染症に対する偏見に満ちた発言を行ったという事象

が発生していたことを、５月下旬に人権行政推進本部として認知した。このような、他者を

傷つけ人権を踏みにじる差別発言は、本市がめざす人権尊重の社会づくりの理念と相反する

ものであり断じて許されるものではない。 

　本市では、「人権尊重の社会づくり条例」に基づき、差別のない人権が尊重される社会

の実現に向け、広く市民の皆様をも対象として様 な々取組を進めてきたが、平成 31 年に職

員による差別落書（器物損壊）事象が発覚し、以来、特に同和問題をはじめとする人権研

修の取組を充実・強化し、職員の人権意識のさらなる向上に努めてきた。 

　さらに、令和３年に、職員が差別事象を受けた場合には、すみやかに所属に報告し組織

的に対応するよう通知を発出しているが、今般の差別発言事象について、組織的対応に至

るまでに相当な時間を要したことは看過できない。事象が生じた際の対応が所属内の各職

場に徹底されていたのか、対応にあたる組織の運営に緩みはなかったのかと危機感を抱か

ざるを得ない。 

　改めて、職員一人ひとりの行為が本市の人権行政、ひいては市政全体に大きな影響を及

ぼすことを全職員が認識するとともに、率先して人権行政を推進すべき責任を負っているこ

とを自覚し、断固たる姿勢で差別の根絶に取り組んでいかなければならない。 

　所属長においては、人権侵害する行為を決して許さないという視点を常に持ち、このよう

な事案を二度と発生させないとの強い決意のもと、組織ガバナンスを一層強化し迅速な対応

を徹底すること、あわせて、同様の事案が生じていないか、所属長マネジメントのもと改め

て確認するよう指示する。

職員による差別発言事象について（通知）

所　属　長　各　位
 （人権行政推進本部員各位）

令和 6 年 6 月 18 日

大 阪 市 長
（大阪市人権行政推進本部長）

　

大
阪
港
湾
局
の
職
員
２
名
が
、
令
和
６
年
３
月
18
日
か
ら
３
日
間
、
公
用
車
内
の
会
話
で
同
僚
の
職
員
数
名
を
指
し
て
、

「
え
た
」
な
ど
の
部
落
差
別
意
図
す
る
賤
称
語
を
数
十
回
に
に
わ
た
り
執
拗
に
繰
り
返
し
誹
謗
中
傷
し
た
。
「
子
供
が
結
婚

す
る
と
き
は
シ
ビ
ア
に
な
る
」
「
生
ま
れ
変
わ
っ
て
も
血
は
変
わ
ら
な
い
」
「
皮
を
な
め
し
て
暮
ら
し
て
い
る
」
「
部
落
地

名
総
鑑
で
調
べ
る
」
な
ど
、
大
阪
市
職
員
の
発
言
と
い
う
事
に
憤
り
を
禁
じ
得
な
い
。

　

自
由
同
和
会
大
阪
府
本
府
と
し
て
、
大
阪
市
と
は
毎
年
協
議
を
行
い
人
権
問
題
・
同
和
問
題
や
諸
問
題
解
決
の
た
め
の
積

み
重
ね
た
成
果
に
は
自
負
し
て
お
り
ま
す
。

　

故
に
今
回
の
差
別
事
象
の
件
に
関
し
て
は
、
誠
に
遺
憾
で
す
。

　

大
阪
市
職
員
へ
の
人
権
研
修
の
あ
り
方
に
つ
い
て
今
一
度
考
慮
し
て
し
て
頂
き
、
差
別
事
象
の
再
発
防
止
に
努
め
て
い
た

だ
き
た
い
。

大
阪
市
職
員
に
よ
る

　
　

看
過
で
き
な
い
部
落
差
別
事
象
問
題

日 時

場 所

出 席 者

議 題

議事要旨

資 料

令和６年６月１８日（火） １５時４５分～１５時５５分

市役所Ｐ１階 会議室

大阪市人権行政推進本部 本部長 （市長 、副本部長 （全副市長） 、
本部員 （各区長、局室等の長）
同 事務局（市民局ダイバーシティ推進室）

職員による差別発言事象について

（１） 　事務局より、職員による差別発言事象についての概要を資料に沿っ
て説明した。

（２） 　大阪市人権行政推進本部長（市長）より、今回の事象を踏まえ、
職員は率先して人権行政を推進すべき責任を負っていることを自覚し、
断固たる姿勢で差別の根絶に取り組むこと、所属長は人権侵害を決し
て許さないという視点を常に持ち、このような事案を二度と発生させ
ないとの強い決意のもと、全ての職場におけるガバナンスを一層強化
し、迅速な対応を徹底することとの訓示があった。

　　　あわせて、同様の事案が生じていないか、所属長マネジメントのも
と確認するよう指示があった。

資料1 職員による差別発言について（概要）
資料2 職員による差別発言事象について（通知）

１

２

３

４

５

６

１ 当該職員

大阪港湾局 職員２名（以下、「職員A」「職員B」という。）

２ 事案の概要

　令和６年３月１８日以降、延べ３日にわたり、出張中の公用車において、

職員Ａが職員Ｂとの会話の中で、同僚職員数名を指して、部落差別を意

図する賤称語を数十回にわたり執拗に繰り返しつつ誹謗中傷し、結婚や

職業などに関する部落差別発言や感染症に関する差別発言を行った。

　職員Ｂは、それらを指導する立場でありながら、職員Ａとの会話の中

で、さらに助長する部落差別発言を行っていたもの。

　また、大阪港湾局から人権行政推進本部事務局である市民局に対する

本事象に関する報告までに事象発生から約２か月間の時間を要している。

３ 経　過

令和６年３月１８日以降、延べ 3 日にわたり事象発生

同上 ３月２９日　大阪港湾局が事象確認

  　　　　　　　以後、大阪港湾局において事実確認の実施

同上 ５月２３日　大阪港湾局から市民局に報告

同上 ５月２８日　大阪港湾局・市民局から特別職に報告

令和６年度第１回大阪市人権行政推進本部会議　要旨 職員による差別発言について（概要）

（1）2024年（令和6年）9月25日（毎月25日発行） 1987年（昭和62年）9月5日第3種郵便物認可

https://jiyudowa-osaka.org



　

日
本
学
生
支
援
機
構
の
奨
学
金
と
は
別
に
、
国
の
教
育
ロ
ー
ン
（
日
本
政
策

金
融
公
庫
）
は
、
利
息
は
高
い
が
３
５
０
万
円
ま
で
借
り
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ま
た
、
市
区
町
村
の
社
会
福
祉
協
議
会
で
も
、
低
所
得
世
帯
を
対
象
に
生
活

福
祉
資
金
貸
付
制
度
と
し
て
教
育
支
援
資
金
が
あ
り
、
就
学
支
度
費
が
50
万
円

以
内
、
教
育
支
援
費
が
大
学
で
月
額
６
万
５
千
円
以
内
、
短
期
大
学
等
で
月
額

６
万
円
以
内
を
無
利
息
で
借
り
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
れ
ら
奨
学
資
金
制
度
を
活
用
し
、
大
学
・
短
期
大
学
の
進
学
率
の
向
上
を

図
っ
て
い
く
と
同
時
に
、
所
得
の
格
差
で
教
育
の
格
差
が
生
じ
な
い
よ
う
、
大

阪
市
が
実
施
し
て
い
る
塾
代
補
助
で
あ
る
「
教
育
バ
ウ
チ
ャ
ー
制
度
」
を
文
部

科
学
省
に
求
め
て
い
く
。

　

な
お
、
低
所
得
で
奨
学
金
の
返
済
が
で
き
ず
滞
納
者
が
増
加
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、「
所
得
連
動
返
還
型
制
度
」
や
「
返
還
免
除
規
定
」
の
導
入
を
求
め
て
い

た
が
、
平
成
24
年
度
か
ら
は
「
所
得
連
動
返
還
型
無
利
子
奨
学
金
」（
第
１
種
）

が
導
入
さ
れ
、
平
成
29
年
度
か
ら
は
「
新
た
な
所
得
連
動
返
還
型
奨
学
金
」（
猶

予
年
限
特
例
）
が
導
入
さ
れ
た
が
、
こ
れ
は
第
１
種
（
無
利
子
）
の
奨
学
金
の

み
が
対
象
で
第
２
種（
有
利
子
）の
奨
学
金
は
対
象
外
な
の
で
、第
２
種（
有
利
子
）

の
奨
学
金
も
導
入
す
る
よ
う
要
請
し
て
い
く
。

　

新
た
な
返
済
方
法
と
し
て
、「
年
収
３
０
０
万
円
以
下
」
で
経
済
困
難
、
災
害
、

傷
病
等
の
事
由
に
該
当
し
、
返
還
が
困
難
な
場
合
に
返
還
を
猶
予
す
る
「
返
還

期
間
猶
予
制
度
」
と
「
年
収
４
０
０
万
円
以
下
」
で
経
済
困
難
、
災
害
、
傷
病

等
の
事
由
に
該
当
し
、
返
還
月
額
を
減
額
す
れ
ば
返
還
を
継
続
で
き
る
場
合
の

「
減
額
返
還
制
度
」
が
設
け
ら
れ
て
い
る
の
で
、
返
還
が
困
難
な
場
合
に
は
活
用

し
て
い
く
。

　

平
成
20
年
３
月
に
「
人
権
教
育
の
指
導
方
法
の
在
り
方
に
つ
い
て
」（
第
３
次

と
り
ま
と
め
）
が
、
平
成
21
年
10
月
に
は
「
人
権
教
育
の
推
進
に
関
す
る
取
組

状
況
の
調
査
結
果
に
つ
い
て
」
が
文
部
科
学
省
で
ま
と
め
ら
れ
、
各
学
校
に
配

布
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
実
施
を
求
め
て
い
く
が
、
そ
の
際
に
は
、
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
に
は
最
大
限
の
関
心
を
持
ち
、
人
権
教
育
が
計
画
的
に
実
施
さ
れ

る
よ
う
働
き
か
け
る
。

　

ま
た
、
導
入
す
る
こ
と
に
賛
否
が
分
か
れ
て
い
る
学
校
選
択
制
度
に
つ
い
て

は
、
旧
同
和
関
係
者
が
多
数
在
籍
す
る
学
校
を
敬
遠
す
る
な
ど
、
解
決
し
つ
つ

あ
る
同
和
問
題
を
逆
行
さ
せ
る
可
能
性
と
、
こ
れ
ま
で
の
学
校
と
地
域
の
一
体

性
が
瓦
解
し
、
児
童
生
徒
が
減
少
す
る
地
域
は
崩
壊
す
る
可
能
性
も
あ
る
こ
と

か
ら
、
導
入
に
は
断
固
と
し
て
反
対
し
て
い
く
。

　

な
お
、
近
年
各
地
で
始
め
ら
れ
た
小
・
中
一
貫
教
育
に
つ
い
て
は
、「
学
校
教

育
法
」が
改
正
さ
れ
平
成
28
年
４
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
。
そ
の
学
校
の
名
称
は「
義

務
教
育
学
校
」
に
な
る
こ
と
か
ら
、
旧
同
和
関
係
者
が
多
数
在
籍
す
る
学
校
を
、

「
義
務
教
育
学
校
」
に
し
、
交
流
を
深
め
て
同
和
問
題
の
解
決
に
繋
げ
て
い
く
。

　

未
だ
に
、
児
童
・
生
徒
の
人
権
を
侵
害
す
る
教
師
の
体
罰
や
差
別
言
動
が
少

な
か
ら
ず
発
生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
教
職
員
に
対
す
る
人
権
研
修
の
徹
底
を

も
求
め
て
い
く
。

４
．
人
権
侵
害
の
処
理
及
び
被
害
者
の
救
済

　

国
家
行
政
組
織
法
の
第
４
条
委
員
会
と
し
て
の
「
人
権
委
員
会
」
が
創
設
さ

れ
る
ま
で
は
、
平
成
15
年
の
３
月
に
20
年
ぶ
り
に
改
正
さ
れ
た
「
人
権
侵
犯
事

件
調
査
処
理
規
程
」
で
の
対
応
に
な
る
が
、
差
別
で
の
泣
き
寝
入
り
は
絶
対
に

さ
せ
な
い
と
の
強
い
気
持
ち
で
、「
人
権
侵
犯
事
件
調
査
処
理
規
程
」
を
有
効
に

活
用
し
て
救
済
を
図
っ
て
い
く
。

　

多
発
す
る
学
校
で
の
い
じ
め
問
題
を
始
め
と
す
る
様
々
な
人
権
問
題
に
対
処

す
る
た
め
、
平
成
25
年
度
か
ら
は
全
国
の
法
務
局
に
、
企
画
担
当
委
員
と
し
て

人
権
擁
護
委
員
が
常
勤
す
る
人
権
擁
護
体
制
の
強
化
が
図
ら
れ
て
い
る
の
で
、

積
極
的
に
人
権
救
済
を
行
っ
て
い
く
。

　

ま
た
、「
人
権
擁
護
法
案
」
と
「
人
権
委
員
会
設
置
法
案
」
の
い
ず
れ
も
が
、

言
論
や
表
現
の
自
由
を
規
制
す
る
も
の
だ
と
の
批
判
が
巻
き
起
こ
り
、
結
果
的

に
成
立
に
漕
ぎ
着
け
な
い
で
い
る
の
で
、
国
民
の
支
持
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
す

る
た
め
、
法
案
に
記
述
す
る
人
権
侵
害
の
定
義
を
誰
も
が
分
か
り
易
い
も
の
に

見
直
す
作
業
を
開
始
す
る
。

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
匿
名
の
場
合
が
多
い
こ
と
か

ら
発
信
者
を
特
定
す
る
た
め
に
は
２
度
の
裁
判
が
必
要
で
あ
っ
た
が
、
令
和
３

年
４
月
に
「
プ
ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
」
が
改
正
さ
れ
、
令
和
４
年
10
月
か
ら

新
た
な
裁
判
手
続
き
が
創
設
さ
れ
、
１
度
の
裁
判
で
発
信
者
の
特
定
が
で
き
る

よ
う
に
な
っ
た
た
め
活
用
す
る
。

　

ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
人
権
侵
害
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
に
設
置
さ
れ

て
い
る
有
識
者
会
議
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
研
究
会
」
の

中
に
設
置
さ
れ
て
い
る
「
誹
謗
中
傷
の
違
法
・
有
害
情
報
へ
の
対
策
に
関
す
る

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」が
と
り
ま
と
め
た「
第
三
次
と
り
ま
と
め
」を
基
に
、「
プ

ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
」
の
改
正
案
が
３
月
１
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
の
で
、

現
在
開
催
さ
れ
て
い
る
国
会
で
審
議
さ
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
る
。

　

改
正
案
で
は
、
現
行
の
「
特
定
電
気
通
信
役
務
提
供
者
の
損
害
賠
償
責
任
の

制
限
及
び
発
信
者
情
報
の
開
示
に
関
す
る
法
律
」
通
称
「
プ
ロ
バ
イ
ダ
責
任
制

限
法
」
の
名
称
を
、「
特
定
電
気
通
信
に
よ
る
情
報
の
流
通
に
よ
っ
て
発
生
す
る

権
利
侵
害
等
へ
の
対
処
に
関
す
る
法
律
」
通
称
「
情
報
流
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
対
処
法
」（
情
プ
ラ
法
）
に
改
め
、改
正
の
ポ
イ
ン
ト
し
て
は
、大
規
模
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
に
対
し
て
、
以
下
の
措
置
を
義
務
付
け
る
。

①
削
除
申
出
へ
の
対
応
の
迅
速
化

○
削
除
申
出
窓
口
・
手
続
き
の
整
備
・
公
表

○
削
除
申
出
へ
の
対
応
体
制
の
整
備
（
十
分
な
知
識
経
験
を
有
す
る
者
の
選

　
　
任
等
）

○
削
除
申
出
に
対
す
る
判
断
・
通
知
（
原
則
、一
定
期
間
内
）
１
週
間
程
度
（
法

　
　
案
で
は
２
週
間
）

②
運
用
状
況
の
透
明
化

○
削
除
基
準
の
策
定
・
公
表
（
運
用
状
況
の
公
表
を
含
む
）

○
削
除
し
た
場
合
、
発
信
者
へ
の
通
知

こ
の
改
正
に
よ
っ
て
、
日
本
新
聞
協
会
が
心
配
す
る
表
現
の
自
由
を
脅
か
し
、

正
当
な
言
論
活
動
を
委
縮
さ
せ
ず
、
削
除
が
迅
速
で
簡
便
に
な
る
か
見
守
り

た
い
。

　

ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
誹
謗
・
中
傷
対
策
の
強
化
と
し
て
、
令
和
４
年

６
月
ま
で
は
侮
辱
罪
の
法
定
刑
は
「
拘
留
（
30
日
未
満)

ま
た
は
科
料
（
１
万
円

未
満
）」
だ
っ
た
が
、「
１
年
以
下
の
懲
役
・
禁
固
ま
た
は
30
万
円
以
下
の
罰
金
」

に
す
る
厳
罰
化
と
公
訴
時
効
も
１
年
か
ら
３
年
に
延
ば
す
こ
と
で
、
名
誉
棄
損

罪
の
「
３
年
以
内
の
懲
役
も
し
く
は
禁
固
ま
た
は
50
万
円
以
下
の
罰
金
」
に
近

づ
け
た
刑
法
の
改
正
案
が
、
令
和
４
年
６
月
13
日
に
成
立
し
た
の
で
活
用
し
て

い
く
。

最
後
に

　

近
年
で
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
誹
謗
中
傷
や
差
別
等
の
人
権
侵
害
が
横

行
し
て
お
り
ま
す
。
大
阪
府
で
は
昨
年
大
阪
府
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
誹
謗
中
傷
・

ト
ラ
ブ
ル
相
談
窓
口
「
ネ
ッ
ト
ハ
ー
モ
ニ
ー
」
を
開
設
、Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
面
接
・
電
話
・

メ
ー
ル
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
・
手
紙
な
ど
に
対
応
と
必
要
で
あ
れ
ば
弁
護
士
へ
の
無

料
相
談
も
で
き
る
。
大
阪
市
に
お
い
て
も
「
大
阪
市
人
権
啓
発
・
相
談
セ
ン
タ
ー
」

が
開
設
さ
れ
た
、
一
人
で
悩
ま
ず
活
用
し
て
欲
し
い
。

　

ま
た
、国
の
内
外
で
企
業
活
動
で
の
人
権
尊
重
の
高
ま
り
を
受
け
、国
連
の
「
ビ

ジ
ネ
ス
と
人
権
に
関
す
る
指
導
原
則
」
に
基
づ
き
、
接
続
可
能
な
開
発
目
標
（
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
の
一
つ
と
位
置
付
け
た
国
内
行
動
計
画

（
令
和
２
年
〜
令
和
７
年
）「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
」
が
策
定
さ
れ
て
い
る
の
で
、

会
員
企
業
や
取
引
先
（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
）
も
含
め
た
企
業
に
徹
底
し
た
人

権
の
尊
重
を
指
導
し
て
い
く
。

　

特
に
「
人
権
デ
ュ
ー
・
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
」（
人
権
侵
害
に
関
わ
る
リ
ス
ク
を

評
価
し
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
）
の
観
点
か
ら
も
理
解
が
必
要
な
、Ｌ
Ｇ
Ｂ

Ｔ（
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
）
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
過
度
に
配
慮
す
る
こ
と
な
く

理
解
を
深
め
て
い
く
。

　

大
阪
府
本
部
と
し
て
も
、
人
権
侵
害
の
被
害
者
を
簡
易
・
迅
速
・
柔
軟
に
救

済
す
る
た
め
、「
人
権
委
員
会
」
の
設
置
を
中
心
と
し
た
新
た
な
内
容
の
「
人
権

擁
護
法
案
」
が
成
立
さ
れ
る
よ
う
総
力
を
挙
げ
て
取
り
組
む
も
の
と
す
る
。

令 和６年 度 運 動 方 針 450号からの続き

　本年６月１８日に開催した「大阪市人権行政推進本部会議」において、市長から各所属長に対し、「人権侵害する行為を決して許さないという

視点を常に持ち、このような事案※を二度と発生させないとの強い決意のもと、全ての職場におけるガバナンスを一層強化し、迅速な対応を徹底

するとともに、同様の事案が生じていないか、所属長マネジメントのもと改めて確認するよう」指示がありました。

　今般、その確認結果を取りまとめました。

全所属（２４区役所、２９局室）

本市職員による差別事象を受けての所属長マネジメントによる確認結果について
令和６年７月１日公表の追加資料

【確認の対象】

　同様の事案はない。

　今回の事案は、人権尊重の社会づくりを進め、率先して人権行政

を推進すべき本市職員としての責任意識が欠落していたため生じたも

のであり、断じて許されるものではないと認識しています。

　改めて、職員一人ひとりの行為が本市の人権行政、ひいては市政全

体に大きな影響を及ぼすことを全職員が認識するとともに、市として人

権を侵害するいかなる行為も決して許さないという強い決意を持って、

組織ガバナンスを一層強化し、差別のない人権が尊重される社会の実

現に努めてまいります。

【確認の結果】

　令和６年３月１８日以降、延べ３日にわたり、出張中の公用車内に

おいて、大阪港湾局の職員Ａが職員Ｂとの会話の中で、同僚職員数

名を指して、えたなどの部落差別を意図する 賤称語を数十回以上に

わたり執拗に繰り返しつつ誹謗中傷しました。

　上司にあたる職員Ｂも、それらを指導する立場でありながら、さら

に助長する部落差別発言を行っていました。

　部落差別を意図する具体的な発言は、子どもが結婚するときはシビ

アになる、生まれ変わっても血は変わらない、皮をなめして暮らしてい

る、部落地名総鑑で調べる、という趣旨の内容であり、長年にわた

り差別に苦しんでこられた当事者の思いを一顧だにせず、人間の尊厳

を著しく傷つける行為として、到底看過できない、極めて酷い内容で

した。

※…事案の概要等

（1）2024年（令和6年）9月25日（毎月25日発行） 1987年（昭和62年）9月5日第3種郵便物認可


